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１. 大和証券グループの概要
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⚫ 常に、お客様ニーズを第一に考え、「パイオニア精神」のもと、変化を恐れず、日本の金融・資本市場をリード

1900s 1990s 2000s 2010s 2020s

（兆円）

預かり資産残高の推移

1999
日本の上場会社初の
純粋持株会社に移行
大和証券グループ本社発足

2012
リテール事業とホールセール事業が統合し、
“新”大和証券が誕生

2009
不動産アセット・マネジメントビジネスに参入

2011
大和ネクスト銀行開業

1902
藤本ビルブローカー開業

2019
大和コネクト証券設立

1986
日本初のパソコン・
ホームトレード開始

2018
大和エナジー・インフラ設立

2024年に創業122周年を迎えた

独立系総合証券会社



主要会社構成
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⚫ 大和証券を中心とした総合証券グループ

大和証券グループ本社（銘柄コード：8601）

ウェルスマネジメント部門

大和証券

大和ネクスト銀行

大和コネクト証券

Fintertech

グローバル・マーケッツ＆
インベストメント・バンキング部門

大和証券

ヨーロッパ現地法人

アジア現地法人

アメリカ現地法人

その他

大和総研

大和証券
ビジネスセンター

大和証券
ファシリティーズ

アセットマネジメント部門

大和アセットマネジメント

証券アセットマネジメント

大和リアル・エステート・
アセット・マネジメント

大和企業投資

オルタナティブアセットマネジメント

大和証券オフィス投資法人

大和PIパートナーズ

大和エナジー・インフラ

不動産アセットマネジメント



数字で見る大和証券グループ
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⚫ 安定収益に支えられたサステナブルで強靭な経営基盤を確立

アナリストのリサーチ力

クオリティNo.1

コンサルティング力

就職人気企業ランキング

資産管理型ビジネス

女性取締役比率

預り資産残高

全国の拠点網

6年連続 1位

2024年日経ヴェリタス
総合ランキング

CFP認定者

1,561人＊ 4.4兆円*

ラップ口座契約資産残高

50.0%＊

全都道府県に

181拠点*

総合順位残高ベース収益比率

* 2024年6月末時点 ** 文化放送キャリアパートナーズ就職情報研究所 「就職ブランドランキング」 2025年卒・前半

約50% * 3位 **

91.5兆円*

大和証券グループ本社
12名中6名

（本支店・営業所）
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⚫ 9月12日時点の当社株価（終値）は1,022円

(円)

出所：Bloomberg

大和株価（右軸）

日経平均株価（左軸）

(円)



２. 新中期経営計画
”Passion for the Best“ 2026  概要



新中期経営計画 “Passion for the Best” 2026

“お客様の資産価値最大化”グループ経営基本方針

グループ戦略骨子 1 お客様へ提供する付加価値の追求

2 アセットマネジメントビジネスの高度化とビジネスモデル変革

3 非連続な成長戦略の推進（外部連携・M&A・成長投資)

4 経営資源のリアロケーションと管理高度化

5 デジタル・イノベーションの追求

中計目標
（FY2026）

経常利益

2,400億円以上

ROE

10%程度

ベース利益*

1,500億円

*ベース利益：ウェルスマネジメント部門、証券アセットマネジメント、不動産アセットマネジメントの経常利益合計

グループそれぞれの事業領域において、お客様のニーズや課題を深く理解し、お客様の状況や経済環境に応じた
最善・最適で質の高いソリューションを提供することで、中長期的なお客様の資産価値/企業価値の最大化に貢献する

13



数値目標：グループKPI
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*1 ベース利益は、WM+証券AM+不動産AMの経常利益額合計。このうちWMは、旧リテール、大和ネクスト銀行、大和コネクト証券、Fintertechの経常利益の単純合算
*2 預り資産残高は、大和証券の預り資産残高
*3 ストック関連資産残高は、投信、ファンドラップ、外貨預金
*4 AM部門AUMは大和アセットマネジメント、大和ファンド・コンサルティング、大和リアル・エステート・アセット・マネジメント、サムティ・レジデンシャル投資法人、大和PIパートナーズ、大和エナジー・インフラ、大和企業投資のAUM合計
*5 デジタル案件価値創出件数は、新しいデジタル技術を活用している案件で、かつ新規性があるもしくはビジネス変革に資する案件をカウント
*6 デジタル案件トライアル件数は、DX案件とAI・データサイエンス案件のトライアル件数をカウント
*7 自社の温室効果ガス排出量はScope1+Scope2の合計。投融資ポートフォリオの温室効果ガス排出量の対象は、電力セクターへのプロジェクトファイナンス。一部推計値を含む

全社 WM AM GM&IB

経常利益 2,400億円以上

ROE 10％程度

ベース利益 1,500億円

預り資産 120兆円

ストック関連資産 13.6兆円

AM部門AUM 44兆円

デジタル案件価値創出件数 10件

デジタル案件トライアル件数 50件

SDGs関連債リーグテーブル 2位以内

エンゲージメントサーベイスコア 80％以上

自社の温室効果ガス排出量 FY2030 ネットゼロ

投融資ポートフォリオの温室効果ガス排出量 186～255g-CO2/kWh

業績

お客様資産

サステナビリティ

デジタル

*¹

*²

*³

*⁴

*⁵

*⁶

*⁷

*⁷



2030年の利益構成イメージ

⚫ 2030年にかけ、外部環境に左右されにくい収益構造の総仕上げを推し進める

過去3年平均

ROE 6.7％

ウェルスマネジメント

GM&IB

ウェルス
マネジメント

将来像
~FY2030~

経常利益

約1,300億円

アセット
マネジメント

インオーガニック戦略

リテールビジネスにおける資産管理型ビジネスへの転換

競争優位性のあるビジネスへの選択と集中

ハイブリッド戦略によるビジネスポートフォリオ拡充

ウェルスマネジメントビジネス強化：FY2030セグメント経常利益1,400億円、
ウェルスマネジメント本部（大和証券）の経常利益1,100億円以上へ

非連続な成長戦略の推進（外部連携・M&A・成長投資)

アセットマネジメントビジネス高度化・変革：FY2030AUM 60兆円以上へ

経営資源のリアロケーションと管理高度化

GM&IB

+

35%

45%アセットマネジメント

25%

40%

35%

20%

経常利益

3,500億円以上

15



中長期的なグループ戦略

⚫ ビジネス別の資本収益性を的確にモニタリングし、資本・人員のリアロケーションを通じたROE向上を目指す

0%

5%

10%

15%

20%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

グローバル・マーケッツ＆インベストメント・バンキング部門

アセットマネジメント部門

円の大きさ＝経常利益

使用資本比率

連結ROE

FY2021

7.0％

FY2022

4.6％

FY2023

8.3％

3年平均
6.7％

ROE

3年平均

FY2023

FY2030 

(想定）

✓ AMビジネスにおけるAUMの拡大やウェアハウジングの活用
✓ 投資ビジネスからファンドマネジメントビジネスへの転換

✓ WM部門の競争力維持・向上のために必要
✓ 資本効率性を意識したポジション運営を推進

16％ 20％ 48％ 52％43％

ウェルスマネジメント部門

✓ ウェルスマネジメントビジネスの進展
✓ 大和ネクスト銀行のポートフォリオ拡充＆利ザヤ獲得

ROE、使用資本比率、経常利益はFY2021-FY2023の3年平均

「その他」（使用資本比率13％）が存在するため、主要3セグメント合計の使用資本比率が100％とならない。
16



ウェルスマネジメント部門（1/3）
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⚫ お客様の属性やニーズに応じて、お客様の総資産に対する最適なポートフォリオ提案を行う体制を構築

総資産コンサルティング
ポートフォリオ提案を主軸とした

お客様資産全体への包括的なコンサルティング

事業承継
コンサルティング

（M&A 等）

不動産
ソリューション

残高フィー
ビジネス

資産運用
プランニング

相続
トータルサービス

税務ソリューション
（リース・保険）

富裕層の
資産構成*

現預金・
生命保険

38%

有価証券

12%

不動産・
同族株式

43%

その他

7%

提供主体

コンサルティング
ニーズが高い

自立型
コンサルティング
ニーズが低い

プライベート
バンキング 超富裕層のお客様に対する多様なニーズに

応えるべく、サービス・サポート体制を強化

資産コンサルタント
非金融資産を含めた、総資産に対する

コンサルティング提案の実践

人とデジタルを組み合せたサービス提供体制

の構築により、効率的なアプローチを実現

デジタルチャネル

大和コネクト証券との連携により、

先進的なUIや低コストのサービスを提供

大和コネクト証券

* 国税庁統計情報 R3相続税申告財産より大和証券作成

あおぞら銀行との
業務提携により

融資・信託



FY2021 FY2022 FY2023 FY2024 FY2026 FY2030

ウェルスマネジメント部門（2/3）

⚫ ラップ口座サービスや投資信託を中心にストック資産残高を積上げ、FY2030にウェルスマネジメント本部（WM本部）の経常利益

1,100億円以上を目指す

残高ベース収益、フロー収益、経常利益推移および成長イメージ

残高ベース収益

フロー収益

FY21-22 

残高ベース収益

+8％

FY22-23 

残高ベース収益

+14％

(純増+5%、時価+9%）

FY24以降 残高ベース収益

想定：年平均+10％
（純増+5％、時価+5％）

経常利益

1,100億円以上

前提条件： FY2024以降のフロー収益は、2023年4月～2024年1月平均を横ばい
 残高ベース収益はFY2024をスタートに年10％成長を想定

投資信託

2023 2026 2030

2023 2026 2030

2023 2026 2030

4.1兆円

6.4兆円

9.9兆円

4.5兆円

6.3兆円

8.6兆円

0.6兆円 0.9兆円
1.3兆円

お客様に対する深い理解に
基づく最適なポートフォリオ
提案を軸としたコンサルティング

大和ネクスト銀行との連携強化
による魅力的な商品・サービスの
拡充

オルタナティブ資産等の
新たな投資機会の提供や、
多様なニーズに応える
ラインナップの拡充

（ラップ口座サービスを除く）

(FY)

(FY)

(FY)

ラップ口座サービス

外貨預金

18

残高ベース収益の拡大に向けたストック資産残高推移イメージ



ウェルスマネジメント部門（3/3）
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⚫ ウェルスマネジメント部門内での連携の強化を通じ、シナジーを創出し、お客様の資産価値最大化を図る

株式

債券

投資信託

預り金は自動的に
普通預金に預入れ

スウィープサービス

円普通預金

外貨普通預金

円定期預金

外貨定期預金

円預金
残高

外貨預金
残高

3.7兆円 0.6兆円

「金利のある世界」へのシフトにより、
運用利鞘・資金運用収益の拡大を見込む

• 2020年7月にスマホ専業証券として開業

主な取り組み

投資初心者の獲得 取引活性化 社内外企業との連携

• 2018年4月に最先端のテクノロジーを活用した次世代金融
サービスを創出を目的に設立

主なサービス

• 新NISAの推進

• 動画の活用

• 積立投資サービス強化

• 取引の継続化

• グループ各社との
相互送客

• 外部企業との提携



アセットマネジメント部門（証券AM）
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⚫ 特色ある商品ラインナップの提供で運用資産残高は増加

※各年度末、投資顧問含む

大和アセットマネジメント 運用資産残高

0
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30

40
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60

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2030

（兆円）

58兆円

FY2026末
目標

FY2030末
イメージ

32兆円

42兆円

（FY）

（位）（億円）

0
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45
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90▲ 4,000

▲ 2,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

2019 2020 2021 2022 2023

資金流出入（左軸）

順位（右軸）81位

16位
10位 3位

全82社中

３位

1

（FY）

公募株投（除くETF）資金流出入と業界ランキングの推移

✓ 特色ある高付加価値ファンドの開発により、低コストインデックス投信に
依存することなく高水準の資金流入の継続を目指す

非上場プライベート・クレジット・ファンドを

投資対象とする日本初の公募投資信託



アセットマネジメント部門（不動産AM）
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⚫ 安定的な収益拡大に向けた運用資産の多様化・拡大を継続

⚫ 大和証券と連携し、多様化したお客様ニーズに最適な商品・サービス・ソリューションを提供

不動産アセットマネジメント AUM/経常利益

大和証券オフィス投資法人が
持分法適用関連会社

連結子会社化

（兆円） （十億円）

不動産AM2社が運用を受託するREITのポートフォリオ*1

住宅
48%

オフィス
36%

ヘルスケア
8%

物流
4%

ホテル
4%

賃料上昇によるインフレ耐性が期待される住宅が約半分

*1 大和リアル・エステート・アセット・マネジメントが運用を受託する5投資法人、サムティ・レジデンシャル投資法人が対象、取得価格ベース、2024年3月末時点

個人のお客様向け不動産小口化商品

投資対象
不動産

不動産の取得

小口化
仲介

大和証券のお客様へ提供

1.4兆円



アセットマネジメント部門（オルタナティブAM）
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⚫ 自己資金による投資から外部資金導入によるファンドビジネスのアセットマネジメントビジネスモデルへ段階的に移行

大和PIパートナーズにおけるファンドビジネスへのシフト

△ 10

△ 5

0

5

10

15

20

25

30

35

40

0

50

100

150

200

250

2016 17 18 19 20 21 22 23 2030

金銭債権 不動産
プライベートエクイティ(自己資金) プライベートエクイティ(外部資金)
純営業収益

外部資金導入による
投資残高拡大

（FY）

投
資
残
高
・
収
益

ファンドビジネスを通じた
収益の安定成長

20年超に亘る自己投資で培った知見・実績を活かし、
外部投資家から資金調達し、プライベートエクイティ
ファンドビジネスを開始

ファンド規模：想定250億円
名称：大和PIC事業支援1号投資事業有限責任組合

FY2030FY2023

大和エナジー・インフラ（DEI）

1,730億円

2,500億円

外部資金
+

(目標)

✓ FITメガソーラーはファンド等へのEXITを継続
→国内再エネは外部資金中心に

✓ 新規投資は太陽光CPPA案件・蓄電池投資
を拡大

✓ 海外太陽光を中心に投資拡大、EXITを推進
✓ 投資機会の獲得には、外部パートナーとの連

携も活用

✓ 2023年はフィンランド配電、アイルランド道路、
英国ファイバー案件への投融資を実行

✓ ファンド組成を視野に入れたポートフォリオを
拡充

インフラストラクチャー

海外再生可能エネルギー

国内再生可能エネルギー



グローバル・マーケッツ＆インベストメント・バンキング部門：GM
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⚫ ウェルスマネジメント部門との連携強化や、プロダクトごとの収益性の精査、使用資本の適正化を図り、資本効率の向上を図る

国内株

外国株

金利

クレジット

デリバティブ

ファンド

ウェルスマネジメント部門との連携高度化

本部連携

GM本部セールス部署
本支店

GM本部とWM本部の連携強化

• 環境変化に伴い運用ニーズが大きく変化する中、適切なソリューションの提供に
よりミドルマーケット、マスマーケットを強化

ミドルマーケット
（地域金融機関、未上場法人）

マスマーケット

顧客毎に訴求力のある
プロダクトを提供

金利・為替系のソリューション、
ファンドを通じた高度運用手法の提供など、

適切なソリューションの提供

顧客情報 × AIを活用したシナリオ分析

提案強化

データドリブン・ソリューションの活用

プロダクトごとの戦略

日本株の長期上昇トレンド入りをグローバルで収益転化

新NISAを起爆剤とする個人の海外分散投資ニーズに対応

「金利のある世界」で拡大する収益機会を積極的に獲得

バーゼル新規制で高まる資本負荷を在庫回転率向上でカバー

ミドルマーケットにおける円安・インフレヘッジ手段提供に注力

私募ファンドビジネス強化を通じて多様な運用手段を提供



グローバル・マーケッツ＆インベストメント・バンキング部門：GIB
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⚫ 事業ポートフォリオや政策保有株の見直し、成長戦略としての企業買収等、コーポレートアクションの増加や多様化を捉え、更なる収益拡大を図る

主なファイナンス・M&Aアドバイザリー実績（2023年度） M&A関連収益の推移（十億円）

22.8

28.9 30.5

38.1

46.7
48.9

2018 2019 2020 2021 2022 2023

国内 アジア DC（欧州） DC（米州） GG等 欧州インフラファンド

70.0以上

2030（想定）(FY)

エクイティ

楽天グループ

公募増資

トライアル

ホールディングス

新規上場

デット

M&A

ソフトバンクグループ

個人向け債

大正製薬ホールディングスの非上場化

EQT（北欧最大のPEファンド）によるベネッセ―ホールディングスの非上場化

ニデックによるTAKISAWAへの公開買付け

東京都

グリーンボンド



外部連携（1/2）
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⚫ 外部連携を通じ、お客様基盤の拡大や当社の機能強化・商品拡充を目指す

2018年

地域金融機関への

ダイワファンドラップ提供 クレディセゾンとの

資本業務提携

2019年

日本郵政グループとの

ファンドラップでの協業

2020年

信金中央金庫との

金融商品仲介

2021年

四国銀行と

新たな協業の基本合意

2024年

あおぞら銀行との

資本業務提携

かんぽ生命との

資本業務提携

お客様基盤拡充 機能強化・商品拡充



外部連携（2/2）
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⚫ 両社の強みとお客様基盤を相互活用して新たな商品・サービスの提供を通じ、お客様の資産価値最大化を図る

2024年6月末

1,361億円

ゆうちょファンドラップ残高

2022年5月

✓ 両社間でのミーティングは延べ約100回
✓ 8月より両社間で人材交流を開始

• あおぞら銀行が実施する第三者割当増資を引き受け

• あおぞら銀行は当社の持分法適用関連会社へ

日本郵政グループとの協業
2024年5月

あおぞら銀行との資本業務提携
2024年5月

かんぽ生命との資本業務提携

• 2022年5月「ゆうちょファンドラップ」のサービスを開始 • かんぽ生命が第三者割当の方法にて大和アセット
マネジメントの株式 20%を取得

提携分野（当初）

ウェルスマネジメント 不動産関連ビジネス

成長企業支援M&A関連業務

スピードを重視した提携推進体制に
よる早期のシナジー発揮を目指す

ストラクチャー

（第三者割当増資）

0％→20％
100％→80％

収益源の多様化や運用力向上を
目指す

✓ オルタナティブ分野を含む投資顧問ビジネス
領域への本格参入について協業

出所：各社決算説明資料より大和証券グループ本社作成



３. サステナビリティに関する取り組み



当社グループの事業を通じた取組み
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⚫ 国内初の個人向けインパクト・インベストメント証券としてのワクチン債に始まり、継続して、社会課題解決に資する新たな金融商品・サービスを開発・提供

*  米国ペンシルベニア州に拠点をおく非営利団体B Lab(Bラボ)が運営する、社会や環境に配慮した公益性の高い企業に対する国際的な認証制度

メガソーラー
私募ファンドを組成

環境分野における国内初の
SDGs-IPOをアレンジ

脱炭素テクノロジー
株式ファンドを設定

国内初のファンドとして
カーボンゼロをめざす

テスホールディングス
株式会社

航空業界で世界初となる
トランジションボンドをアレンジ

日本航空株式会社

B Corporation認証*企業
として国内初のIPOをアレンジ

株式会社クラダシ

2021

2020

2022 2023

2008

ワクチン債

国内初の個人向け
インパクト・インベストメント証券

2018

証券会社として国内初の
グリーンボンドを発行

国内初の
ESG関連ETFを設定

2017

世界初のグリーンCBをアレンジ

住友林業株式会社

世界初の政府による
トランジションボンドフレームワークの
策定を唯一の証券会社としサポート

日本政府

クライメート・
トランジション
利付国債



多様な人材が活躍できる人事戦略

29

⚫ 社員のエンゲージメントを高め、人的資本の価値を最大限に引き出すことで、中長期的な企業価値向上につなげる

より柔軟な働き方の追求
ウェルビーイング・健康経営の促進

優秀な人材の「採用」

適財適所の
人財ポート

フォリオの実現

公正な
「評価・処遇」企業価値

向上

「育成」により
高付加価値の

人財へ

エンゲージメント
向上

外部評価

総合順位

* 「健康経営銘柄」とは、経済産業省と東京証券取引所が共同で主催しており、東京証券取引所の上場会社の中から、特に優れた「健康経営」 を実践している法人をリーディングカンパニーとして選定し、長期的な視点からの企業
価値向上を重視する投資家にとって魅力ある上場企業として紹介することで、「健康経営」の 取組みの促進を図るもの。 「健康経営」は、NPO 法人健康経営研究会の登録商標です**日本健康会議とは、少子高齢化が急速に進
展する日本において、国民一人ひとりの健康寿命延伸と適 正な医療について、民間組織が連携し行政の全面的な支援のもと実効的な活動を行うために組織された活動体。 ***2025年卒・前半

3位 ***

文化放送キャリアパートナーズ就職情報研究所
「就職ブランドランキング」

8年連続で選定

2012 年の選定開始以来、

当社の選定は 9 回目

「女性活躍推進」に優れた上場企業を選定

従業員等の健康管理を経営的な視点で
考え、戦略的に取り組む上場企業を選定*

2015 年の選定開始以来、

当社の選定は9回目

日本健康会議**が進める健康増進の取組み
をもとに、特に優良な健康経営を実践している
法人を顕彰

就職人気企業ランキング



金融リテラシー向上に向けた取組み
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⚫ さまざまな世代に対して、金融経済教育を通じて資産管理スキルを身につけるための教育プログラムを提供

出張授業

体験型コンテンツ(協賛)

教員研修受入YouTubeチャンネル

大和証券や大和総研のアナリストなどが、
毎日の相場や時節に応じたテーマをわか
りやすく解説

大和証券が運営する、投資初心者向け
YouTubeチャンネル。お金や投資のこと
を、基本的なところからわかりやすく説明

▼こちらからご覧ください

▼こちらからご覧ください 教材の無償提供



４. 株主還元



株主還元｜下限配当の導入（FY2024～FY2026）
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⚫ 2024年度から2026年度の中期経営計画期間中は、1株当たり配当金額は通期44円を下限と設定

33

23

44

2021 2022 2023

1株当たり年間配当金の推移（円）

下限配当
44円

今中計期間中の方針
(FY2024-FY2026)

•配当性向（半期毎）：50％以上

•下限配当（通期）：44円/株

2024-2026

今中計期間前中計期間

前中計期間
(FY2021-FY2023)

•配当性向（半期毎）：
50％以上

◆ 中間配当及び期末配当の年2回を基本とし、
連結業績を反映して半期毎に配当性向
50%以上の配当を行う方針

◆ 但し、2024年度から2026年度の中期経営
計画期間中は、1株当たり配当金額は通期
44円を下限と設定

◆ また、安定性にも配慮した上で、今後の事業
展開に要する内部留保を十分確保できた場合
には、自社株式の取得等も含めてより積極的
に株主への利益還元を行う方針

配当方針



業績の安定性
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⚫ 資産管理型ビジネスモデルへの移行や事業ポートフォリオの多様化により、ベース利益が積み上がり、業績の底堅さが着実に進展

0

500

1,000

1,500

2,000

2021年度 2022年度 2023年度

経常利益 ベース利益（億円）

ベース利益は安定的に推移

ウェルスマネジメント部門+証券アセットマネジメント
+不動産アセットマネジメントの経常利益額合計



積極的な株主還元
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⚫ 2023年度の総還元性向は80%

*1 総還元性向は、当年度の配当総額と当年度の通期決算発表日までに決定した自己株式の取得価額の和を、当年度の親会社株主に帰属する当期純利益で除した値

1株当たり
配当金 (円)

29 26 28 21 20 36 33 23 44
17 12 13 13 13 15 12 9 11 9 11 25 17 16 11 12 19 25
中間 期末 中間 期末 中間 期末 中間 期末 中間 期末 中間 期末 中間 期末 中間 期末 中間 期末

58.3% 60.4% 75.2% 106.9% 92.5% 77.6% 72.9% 91.8% 80.1％

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

自己株式取得

総還元性向*1

年度

過去最高

株主還元総額

185
億円

681億円

189

371

348
250

292
628億円

831億円

682億円

558億円

841億円

691億円

250

197 
586億円

973億円

350

495
億円

438 459配当総額 333 307 548 494 336 623 



株主優待制度 （1/2）
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⚫ 株主優待品カタログから、お好きな優待品をお選びいただける株主優待を年2回実施

紀州南高 梅
白梅の里 はちみつ梅

グレンフィディック
12年 スペシャルリザーブ

スープストックトーキョー
人気のスープ

鶴屋八幡 一口羊羹

株主優待品カタログ 掲載例

1,000～2,999株

3,000～4,999株

5,000～9,999株

10,000株以上

1点

2点

1点

2点

保有株式数 株主優待品カタログ
選べる
優待品

2,000円相当

4,000円相当

5,000円相当

10,000円相当

※ 株主優待品は毎回変わります。また、株主優待制度の内容は毎回変わる可能性がございます

権利付き最終日は
2024年9月26日



株主優待制度 （2/2）
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⚫ 2024年3月末期の申込み人気上位3商品 権利付き最終日は
2024年9月26日

うなぎ工房
うなぎ問屋の大五蒲焼
長焼2尾

アサヒ
スーパードライ
350ml×21缶

特別栽培米
南魚沼産こしひかり
5kg

アサヒ
スーパードライ
350ml×8缶

サン・ダルフォー
フルーツスプレッド詰合せ
5本入

太田油脂
亜麻仁オイル
２本セット

1,000～4,999株 5,000株以上

1位

2位

3位



ご参考資料



配当利回り推移
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⚫ 当社配当利回りは、TOPIX配当利回りを上回る

(%)

出所：Bloomberg TOPIX配当利回り、当社配当利回りは年間の配当実績に基づき計算。2024年8月23日時点

4％

大和配当利回り

TOPIX配当利回り

10年国債利回り
0.9％

9月12日時点

2％

(1.0)

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

12/4 13/4 14/4 15/4 16/4 17/4 18/4 19/4 20/4 21/4 22/4 23/4 24/4



連結業績
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⚫ 2023年度の連結業績は前年同期比で増収増益

869億円

868億円

5,020億円

1,358億円

731億円

4,642億円

2021年度累計 2022年度累計

ベース利益*

純営業収益

経常利益

グループ連結業績 2023年度累計

5,909億円

1,745億円

1,142億円

948億円 638億円親会社株主に帰属する純利益 1,215億円

7.0% 4.6%ROE

19.77% 21.13%連結総自己資本規制比率

2021度第4四半期 2022年度第4四半期 2023年度第4四半期

21.58%

8.3%

*ベース利益は未監査の参考値



格付
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S&P

Moody’s

Fitch

JCR

R&I A+/安定的 A+/安定的

大和証券グループ本社 大和証券

R&I

2024年5月27日
大和証券グループ本社、
大和証券の格上げを発表

（A→A+）

BBB+/安定的

Baa1/安定的

A-/安定的

A+/安定的

A-/安定的

A3/安定的

A-/安定的

A+/安定的

格付け/見通し 格付け/見通し



11.7%

34.1%

50.9%

40.5%

21.5%

14.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

米国

欧州

日本

現金・預金 債券 投資信託 株式等 保険・年金等 その他

世界の資産運用状況との比較

⚫ 日本は個人金融資産の半分以上が現金・預金に留まる

*出所：日本銀行。為替は2024年3月末現在で計算

現金・預金 1,119兆円 株式等 312兆円

2,199兆円

30.5兆ユーロ
（4,978兆円）

122.5兆ドル
（18,547兆円）

日本

欧州

米国

国・地域別の家計の金融資産構成（2024年3月末現在）

41



海外ビジネス

42

⚫ 各地域の競争優位性を見極め、経営資源アロケーションの最適化を行い、8年連続の黒字を確保

⚫ 国内外の各部門のシームレスな連携、現地ネットワークの強化や提携戦略を通じたビジネス拡大を追求

米州
• 既存ビジネスの収益力最大化
• 米国株でウェルスマネジメント部門との協業強化

欧州
• シンプルで効率的な業務運営体制を実現し、
安定的な利益を創出

• DC AdvisoryにおけるM&A関連収益の伸長

アジア・
オセアニア

• アジア地域全体での日本株プロモーションを強化
• WCSビジネスの強化とアジア地域での基盤拡充

中国 • M&A分野でのグループ連携強化

【 米州 】 マイノリティ出資も含めた新規領域の検討

【 アジア・オセアニア 】収益性・成長性に乏しいビジネスは更に運営を効率化
し、成長分野にリソース投入、かつ新規分野も視野

【 欧州 】 成長性の高いサステナビリティ分野での提携も検討

-39 -46

134
114

37

159

218

95

181
199

-100

0

100

200

300

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

欧州 アジア 米州 海外合計

海外ビジネス 累計経常利益

FY2014~FY2023 1,054億円

海外ビジネス 経常利益推移

（億円）

（年度）

地域別戦略の方向性

今後の提携戦略（方針）



デジタル戦略
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⚫ 最新テクノロジーの全面活用により「お客様の資産価値最大化」を図る

⚫ 今中期経営計画期間においては、ビジネスの深化を加速するとともに、AI、Web3.0等や今後実用化を迎える先端テクノロジーを適時

ビジネス展開することでデジタル・イノベーションを実現する

お客様の
資産価値
最大化

デジタル・イノベーション

◼ 最新テクノロジーの適時
導入による非連続的な
創出価値の取り込み

～2030年度2024年度～2026年度～2023年度

◼ テクノロジー活用による
既存ビジネスの持続的
価値向上

ビジネスの
深化

デジタル・
イノベーション

2030Vision

◼ AGIをはじめとした
最新テクノロジー全面活用

⇒“お客様の資産価値最大化”
   “企業価値最大化”

資産形成層向けビジネスモデルの変革

富裕層向けビジネスモデルの変革

* 当社調べ。ChatGPTが発表された2022年11月から2024年3月21日までの期間で、銀行、証券、信託銀行、生命保険、損害保険、カード、リース会社の売り上げTOP5の
 プレスリリースを調査

• データ活用の高度化、AIを活用したイノベーション
の実現（オープンデータエコシステム、AIファクトリ
ー、オルタナティブデータ）

• 業界横断でブロックチェーン技術を活用した 業務
改革（Web3.0） 等

• お客様の総資産やプロファイルを管理で
きるサービスの開発

• ポートフォリオ分析提案・モニタリングの
デジタル化による最適化

• デジタルアセット等の良質なプロダクトの
提供 等

• AIコンタクトセンターによるお客様満足
度向上、事務ストレスゼロ

• グループの商品・サービスをシームレスに
提供できるアプリ

• ネットチャネルにおける商品・ サービスの
拡充 等

AIオペレーター KOTO（コト）
➢ Fintertechが運営するクラウド型

応援金サービスKASSAIのお問い
合わせに対応

➢ 国内大手金融機関初*の試み。
約2カ月で開発

➢ 導入後アクセスが大幅に増加

生成AI活用の状況

➢ 画像入力に対応した最新の生成AI
モデル「GPT-4 Turbo with Vision」、
「Claude3」を社内利用

➢ 「大和証券グループ AIガバナンス指針」を
策定、「グループAIガバナンス委員会」を
設置し、AIの開発・活用を適切に管理

デジタル戦略の骨子 デジタル戦略による社会提供価値向上イメージ
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⚫ 非課税投資枠が拡大し、保有期間も無期限に

つみたて投資枠 成長投資枠

年間非課税投資枠
計360万円

120万円 240万円

非課税保有期間 無期限

投資可能期間 恒久化

非課税保有限度額（総枠） 1,800万円
（うち成長投資枠としての利用は1,200万円まで）

投資対象商品
長期の積立・分散投資に
適した一定の投資信託

上場株式、投資信託等*

投資方法 積立 スポット・積立

売却した場合の扱い 翌年以降、非課税枠の再利用が可能

* ①整理・管理銘柄、②信託期間20年未満、高レバレッジ型及び毎月分配型の投資信託等は除外
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⚫ 最新情報は当社IRウェブサイトをご覧ください

IRウェブサイト

【URL】 https://www.daiwa-grp.jp/

大和証券グループ公式YouTubeチャンネル

【URL】 https://www.youtube.com/c/DaiwaGroup



大和証券グループ本社 経営企画部IR室

E-mail: ir-section@daiwa.co.jp

URL: https://www.daiwa-grp.jp/ir/
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